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現実の都市集積パターンの形成メカニズムを経済理論に基づいて的確に記述することは，地域・都市政策の
長期的な影響を評価できる手法を確立・精緻化する上での基礎となる．本研究では，生産要素の空間的集積を
扱った代表的理論である新経済地理学 (NEG)モデルに基づき，現実の都市規模分布・空間分布を高い精度で再
現しえる手法を提案する．具体的には，Pflüger and Südekum1)モデルを多産業の枠組みに拡張する．また，モデ
ル分析上必要となる高次元（9,302地区・128産業）の均衡計算を可能にするために，調整ダイナミクスの情報
に基づいて安定均衡状態を導出する効率的な計算アルゴリズムを提案する．5kmメッシュによって表現した日
本を対象とする立地空間の下での均衡計算を実施し，べき乗則を伴った都市規模分布および空間分布が再現で
きることを示す．
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1. はじめに

(1) 背景
わが国では，総人口の 70%が国土面積の 3.5%の地域

に集中しており (令和 2年国勢調査)，三大都市圏への人
口集中や地方部の衰退が社会問題となりつつある．こ
のような経済活動の空間的集積が生ずるメカニズムを
経済理論に基づいて理解・記述することは，地域・都市
政策の長期的な影響を評価できる手法を確立・精緻化
する上での基礎となる．
集積現象を扱った代表的理論として，新経済地理学

(New economic geography: NEG) が挙げられる．NEG
の理論モデルによれば，経済活動の空間的集積は，地
域間の輸送費用に依存した生産者と消費者との空間的
な相互作用の結果として生じるものと説明づけられる
(e.g., Krugman2))．特に，基幹交通網の整備など，地域
間の輸送費用を低減する施策が経済活動の空間的な偏
在を軽減，あるいは，増長するかを判断する上で，NEG
モデルは有益な示唆を与える．
ただし，NEGモデルを土木計画学分野で求められる

定量的な予測・評価へと応用する上では，未だいくつか
の問題点が残されている．第一に，理想化された立地空
間 (e.g., 2地域経済，円周立地空間）における集積・分
散現象の再現にとどまり，現実空間を対象とした再現

性の検証が十分でないという点である．すなわち，現
実の地形条件を反映したモデルの下で，実際の都市の
地理的な位置を的確に再現するには至っていない．

NEGモデルの定量分析への応用自体は近年著しく進展
しており，一連の研究は定量的空間経済学 (Quantitative
Spatial Economics: QSE)をなしている3),4)．しかし，こ
れらの分析においては，集積の多様性の大部分がモデ
ルで説明されない残差項によって再現されている5)．す
なわち，モデルの内生的なメカニズムによって的確に
集積現象を記述しているとは言い難い．
第二の問題点は，複数均衡に起因した計算上の困難
を伴うという点である．NEGモデルをはじめとする集
積形成を内生化したモデルは一般に，輸送費用水準の
変化に伴う均衡解の不連続的な変化によって集積形成
を記述するという特徴がある．すなわち，均衡解の数
および安定性がパラメータに依存して変化することと
なる．均衡解が複数存在する場合，どの均衡が尤もら
しいのかを判別することは一般には困難である．
複数均衡に起因した計算上の困難に対し，Mori et al.6)

は現実の都市規模分布がべき乗則を伴うという事実7)に
注目して，複数均衡を持つモデルの下での均衡選択の
問題を回避する方法を提案している．具体的には，都
市の規模や配置が対称な円周立地空間の下でのモンテ
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カルロサンプリングを通して，実現する安定均衡解の
大半が共通してべき乗則を伴う都市規模分布を持つこ
とを示している．

Mori et al.の分析アプローチは，上述した第一，第二
の問題点を解決しえるものである．ただし，その検証
において，現実空間を対象としたモデルの下での大規
模な均衡計算が必要となり，計算コストへの対応が必
要となる．このため，実際に第一の問題点を解決でき
るかは未だ明らかとなっていない．

(2) 目的
本研究の目的は，上述した 2つの問題点の解決を目

指す研究の一環として，現実の都市の規模分布・空間分
布を高い精度で再現しえるモデルを構築するとともに，
系統的なモデル分析手法（数値計算手法）を提案する
ことである．具体的には，日本の地形・交通網を反映し
た 5km四方メッシュによって構成された立地空間を対
象とするモデルを構築し，そのモデルの下で，日本の
都市の規模分布・空間分布の再現性を検証する．また，
モデル分析上必要となる高次元（9,302地区・128産業）
の均衡計算を可能にするために，調整ダイナミクスの
情報に基づいて解を改定することによって安定均衡状
態を導出する，効率的なアルゴリズムを実装する．

(3) 本稿の構成
本稿の構成は，以下の通りである：
2. モデル
3. 立地空間・輸送ネットワークの設定
4. 数値計算手法
5. 数値計算結果
6. まとめ

2. モデル

ここでは，代表的な NEG モデルのひとつである
Pflüger and Südekum1)モデルを，多地区・多産業の枠組
みへと拡張したモデルを定式化する．なお，このモデ
ルの基本的な性質は，いくつかの既往研究によって明
らかにされている (e.g., Akamatsu et al.8))．

(1) 都市空間・労働環境の設定
離散的なK 個の地区が存在する空間経済システムを

考える．地区の集合は K ≡ {1, 2, ...,K}と表す．地区
a ∈ Kの土地面積は固定であり，Aaと表す．労働者は
mobile workerと immobile workerとに分類され，各々
の総人口は H,Lである．mobile workerは自らが居住
する地区・労働する産業を選択できる一方，immobile
worker は居住する場所を選択できない (i.e., 移住しな
い)．Immobile workerは全ての地区の土地面積上に一様

に分布していると仮定する．従って，各地区の immobile
worker人口は la ≡ L/K ·Aa/

∑
Aaとなる．Immobile

workerは 1単位の労働を所有し，それを居住する地区
の企業に非弾力的に供給する．
この経済では，農業部門 (rural sector)と工業部門 (ur-

ban sector) との 2つの産業部門が存在する．農業部門
は，収穫一定の技術により，immobile workerの労働を
生産要素として 1種類の同質な財 (以降，農業財)を生
産する完全競争的な部門である．本稿では，農業財を
ニューメレールとし，農業財の輸送には費用が発生し
ないと仮定する．
工業部門は，I種類の産業に分けられ，収穫逓増の技
術により，mobileおよび immobile workerの労働を生産
要素として，差別化された財を生産する独占競争的な
部門である．ここで，産業の集合は I ≡ {1, 2, ..., I}と
表す．また，ある地区で生産された財は，隣接する地区
間を結ぶ交通ネットワークによって他の地区へと輸送
することができ，どの地区でも消費することができる．
このときの輸送費用は，氷塊費用の形をとるものと仮
定する．

(2) 労働者行動
労働者は，農業財と工業財に加え，土地を消費する．
地区 aに居住する労働者の効用は，以下の準線形効用
関数で与えられる:

U(CU
a , C

L
a , C

R
a ) =

∑
j∈I

αj lnC
U
ja + β lnCL

a + CR
a . (1)

ここで，CU
a = (CU

ia)i∈I , CU
ia は産業 iの工業財 (以降，

工業財 i)の消費による部分効用，CL
a は土地の消費量，

CR
a は農業財の消費量，αi, β は正の値をとるパラメー
タである．工業財消費による部分効用 CU

ia は，以下の
CES関数で定義する:

CU
ia =

(∑
b∈K

∫ nib

0

qi,ba(s)
(σi−1)/σids

)σi/(σi−1)

(2)

ここで，nia は地区 a に供給される工業財 i のバラエ
ティ数，sは工業財のバラエティを表すインデックスで
あり，常に工業財のバラエティが連続的かつ無限に存
在すると仮定するため，連続変数とする．qi,ba(s)は地
区 bで生産された工業財 iのバラエティsの消費量であ
り，σi > 1は工業財 iの代替弾力性を表す．
地区 aに居住し，産業 iの企業に従事する労働者の
所得 Yia は，賃金率 wia と地代収入 wL からなる:

Yia = wia + wL. (3)

本稿では，全ての土地が全労働者におり均等に所有され
ていると仮定する (i.e., public landownership) ため，労
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働者の地代収入 wL は以下で与えられる:

wL =

∑
a∈K raAa

H + L
. (4)

ここで，ra は地区 aの地代である．また，労働者の予
算制約は以下の通りとなる．∑
j∈I

∑
b∈K

∫ njb

0

pj,ba(s)qj,ba(s)ds+ raC
L
a + CR

a = Yia.

(5)

ここで，pi,ba(s)は地区 bで生産され，地区 aで消費さ
れる工業財 iのバラエティsの価格である．
労働者の効用最大化問題より，農業財，工業財 i，土

地消費量が価格 pi,ba(s), ra,所得 Yiaの関数として，次
のように導出される:

CR
a = Yia −

∑
j∈I

αi − β, CU
ia =

αi

ρia
, CL

a =
β

ra
,

(6)

qi,ba(s) = αi{pi,ba(s)}−σi(ρia)
σi−1 (7)

ここで，ρia は，地区 aでの工業財 iの価格指数

ρia =

(∑
b∈K

∫ nib

0

{pi,ba(s)}1−σids

)1/(1−σi)

(8)

である．以上の結果より，地区 a全体で消費する地区
bで生産した工業財 iのバラエティsの消費量 Qi,ba(s)

は，産業 iに従事する mobile workerの地区 aの人口を
hia とすると，次のように表される:

Qi,ba(s) = qi,ba(s) (Ha + l) . (9)

ここで，Ha =
∑

i∈I hia である．

(3) 企業行動
農業部門では，immobile workerの労働のみを生産要

素とし，同質な財を完全競争のもとで収穫一定の技術
により生産する．この場合，一般性を失うことなく，1
単位の immobile workerの労働により，1単位の財が生
産されると基準化できる．したがって，限界費用原理
から農業財の価格は，immobile workerの賃金 wR

a と等
しくなる．また，農業財をニューメレールとし，輸送
には費用がかからないと仮定しているため，どの地区
においても農業財の価格，immobile workerの賃金は等
しい (i.e., wR

a = 1 ∀a ∈ K).

工業部門では，各産業の企業間で 9) 型の独占的競争
を行う．すなわち，自由に参入・撤退できると仮定した
企業が，収穫逓増の技術により差別化された工業財 iを
生産する．規模の経済，労働者の多様性の選好，なら
びに供給できる財のバラエティに制限がないことから，
どの企業も必ず他企業とは異なるバラエティの財を生
産する．そのため，生産を行う産業 iの企業数は，供給
される財のバラエティ数 niaに等しい．そこで，以降で
は，工業財 iのバラエティ sを生産する企業を産業 iの

企業 sと呼ぶ．また，産業 iの企業 sが工業財を生産す
るためには，mobile workerの労働を 1単位と，生産量
xia(s) に応じて immobile worker の労働を κixia(s) 単
位，生産要素として投入する必要があると仮定する．こ
の仮定から，生産を行う産業 iの企業数 niaは，地区 a

に居住する産業 iの企業に従事するmobile workerの人
口 hiaと等しくなる (i.e., nia = hia)．また，工業財 iの
生産費用関数は，産業 iの企業に従事するmobile worker
の賃金 wia を用いると，以下のように与えられる:

c(xia(s), wia) = wia + κixia(s). (10)

工業財の輸送には氷塊型の費用がかかる．すなわち，
地区 aから bに 1単位の工業財を輸送すると，1単位の
うち 1/τab 単位だけが実際に到着すると考える．その
ため，工業財 iの需要量 Qi,ab(s)と供給量 xia(s)との
間に次の関係が成立する:

xia(s) =
∑
b∈K

τabQi,ab(s). (11)

工業部門では，Dixit-Stiglitz 型の独占的競争を仮定
しているため，産業 iの企業は価格指数 ρia，労働者の
需要量 (9) を所与として自ら生産する工業財 i の価格
pi,ab(s)を設定する．そのため，企業の利潤最大化行動
は，次のように定式化できる:

max
{pi,ab(s)}

Πia(s) =
∑
b∈K

pi,ab(s)Qi,ab(s)− c(xia(s), wia).

(12)

この企業の最適条件と工業財 iの需要量 (9)より，工業
財の価格 pi,ab(s)が次のように導出される:

pi,ab(s) =
σiκi
σi − 1

τab. (13)

この結果から明らかなように，工業財 iの価格は財の
バラエティsには依存しない．同様に，Qi,ab(s), xia(s)

も財の種類 sに依存しない．そこで，以降では sを省
略し，各々，pi,ab, Qi,ab, xia と表記する．

(4) 短期均衡状態
空間経済システムにおいて，財・土地・労働市場は，

mobile workerが居住する地区・労働する産業を変更で
きないほど，短期間で均衡すると仮定する．この状態
を短期均衡と呼ぶ．本節では，この短期均衡状態にお
ける価格と間接効用関数を示す．
地区 aの地代 raは，以下の土地の需給均衡条件から
定まる:

CL
a (Ha + l) = Aa. (14)

この条件から，ra は次のとおりとなる:

ra = β
Ha + l

Aa
. (15)
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この地代を (4)に代入すると，労働者の地代収入が以下
で与えられる:

wL = β. (16)

短期均衡状態では，企業の参入・撤退が自由である
ことから，企業の利潤は常にゼロとなる．したがって，
産業 iの企業に従事するmobile workerの賃金は次のよ
うに表される:

wia =

(∑
b∈K

pi,abQi,ab − κixia

)
. (17)

さらに，短期均衡状態では，工業財 iの市場清算条件が
成立する．工業財には輸送費用がかかるため，この市
場清算条件は式 (11)で表わされる．
以上の短期均衡条件から得られる短期均衡解を示そ

う．地区 aの価格指数 ρiaは，式 (8)に式 (13)を代入す
ることで，また，mobile workerの均衡賃金 wiaは，式
(17)に価格指数 ρia，式 (9), (11), (13) を代入すること
で，以下のように導出できる:

ρia(hi) =
σiκi
σi − 1

{∆ia(hi)}1/(1−σi) , (18)

wia(hi) =
αi

σi

∑
b∈K

(
ϕi,ab

∆ib(hi)

)
(Hb + l) . (19)

ここで，hi = (hia)a∈K, ϕi,ab は工業財 iの地区 a, b間
の交易に関する条件を表わし，以下で定義される

ϕi,ab ≡ τ1−σi

ab . (20)

また，∆ia(hi)は以下で与えられる，地区 aの工業財 i

市場の大きさを表わす指標である:

∆ia(hi) =
∑
b∈K

ϕi,bahib. (21)

以上の結果は，(a, b)要素が ϕi,ab である地区間の交
易条件を表す空間割引行列 Di を定義することで，そ
の数学的構造を明確にすることができる．具体的には，
空間割引行列Di と，

∆i = (∆i,a)a∈K = D⊤
i hi (22)

Mi = Di{diag [∆i]}−1 (23)

を利用する．このとき，産業 iに従事するmobile worker
の間接効用関数 vi(h) = (via(h))a∈Kが，mobile worker
の各地区の人口 h = (hia)i∈I,a∈K の陽関数で与えら
れる:

vi(h) =
∑
j∈I

αjSj(hj) +
αi

σi
wi(h)

+ β (ln[A]− ln[H + l1]) + γi1 (24)

ここで，Si(hi),wi(h), γi は，以下で与えられる:

Si(hi) = (σi − 1)−1 ln[Dihi], (25a)

wi(h) = Mi(H + l1), (25b)

γi =
∑
j∈I

αj{ln[αj ]− 1}. (25c)

図–1 立地空間および各メッシュの開発可能面積

また，A = (Aa)a∈K, H = (Ha)a∈K, 1は全ての要素が
1のベクトルである．さらに，ベクトルの各要素に対数
をとる場合，ln[a] = (ln[a1], ln[a2], ...)と表記した．

3. 立地空間・輸送ネットワーク

ここでは，日本の地形・輸送ネットワークを反映し
た立地空間を導入する．なお，本稿で使用したデータ
セットとその出典は，表 1に示す通りである．

(1) 立地空間
本稿で分析対象とする地区の単位は，5km四方メッ
シュとする．具体的には，交通網で本州・北海道のい
ずれかに接続しているメッシュのうち，開発可能面積
(≡ Aa)がメッシュ総面積の 1%以上となっている 9,302
メッシュを採用する (K = 9, 302)．ここで，開発可能面
積とは，可住地面積から農地面積を引いたものを指す．
なお，モデルに反映する際の単位面積は 1km2 とした．
図 1は各メッシュにおける開発可能面積を赤色の濃
淡によって表したものである．これより，3大都市圏に
おける面積の連担が顕著となっていることが分かる．

(2) 輸送ネットワーク
隣接するメッシュに対し，各メッシュの代表点（ノー
ド）の経緯度に基づく大円距離を重みとするエッジを与
え，グラフを作成する．輸送ネットワーク（エッジ）は，
与える．なお，北海道・本州・四国を単一のネットワー
クとして扱うために，便宜的に北海道と本州とを接続
するエッジを 1本，四国と本州とを接続するエッジを 3
本追加している．このグラフにおいて，全てのメッシュ
の組み合わせ (9, 302× (9, 302− 1)/2 = 43, 258, 951)に
対して最短経路距離を計算し，その値によってメッシュ
間距離 (≡ dab)を与える．なお，モデルに反映する際の
単位距離は 1,000kmとした．
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表–1 使用データ

データ名 出典
5kmメッシュ（約 5km四方） G空間情報センター
土地利用 3次メッシュデータ 国土数値情報
高速道路時系列データ 国土数値情報

本稿では，上記の最短経路距離の計算の際に，高速
道路ネットワークの影響を考慮している．具体的には，
国土数値情報の高速道路時系列データを利用し，以下
の手順によって特定のメッシュ間にエッジを追加した
上でメッシュ間距離 (≡ dab)を計算している．まず，路
線ラインデータと交差するメッシュを抽出する．次に，
接合部ポイントデータと内部に含むメッシュを特定す
る．そして，接合部にあたるメッシュの組み合わせに
対し，路線にあたるメッシュ上を通る場合の最短経路
距離を計算し，それを 0.5倍（高速道路としての割引）
した値を重みとするエッジを追加する．

4. 数値計算手法

本稿の分析対象は，9, 302× 128 = 1, 190, 656個の変
数が存在するモデルとなる．そこで，このような高次
元の均衡計算を実行可能とするための数値計算手法を
提案する．

(1) アルゴリズム
人口分布の初期状態 h(1)を設定した上で，調整ダイ

ナミクスに従って状態を変化させることで，創発する
安定的な均衡状態を導出する．数値計算のアルゴリズ
ムは，以下に示すとおりである:

i) 初期状態の設定:

h(1) = {h(1)ia }i∈I,a∈K∈Ω, n := 1 (26)

ii) 産業 i ∈ Kにおける効用の計算:

vi(h
(n)) = {via(h(n))}a∈K (27)

iii) 人口分布 h(n) の変化方向 d(n) の計算 (projection
dynamics):

d(n) = projΩ[h
(n) + v(h(n))]− h(n). (28)

iv) 人口分布の改訂:

h(n+1) = h(n) + δd(n) (29)

ここで，δは step sizeである．
v) 収束判定: |d(n+1)|/H < ϵであれば収束していると
して停止する．ここで，ϵは収束判定のための十分
小さい正の値である．そうでなければ，n := n+1

として ii)へ戻る．

図–2 反復回数と改訂量との関係

なお，本稿では調整ダイナミクスの情報を用いて，step
size δを以下の最適化問題を通して逐次設定する:

δ = max
m∈N

δ̄ψm s.t.
d(n) · d̂(n)(m)

|d(n)| · |d̂(n)(m)|
> cos θ.

(30)

ここで，|x|はxのノルム，δ̄は step size δの最大値を定
めるパラメータ，ψ ∈ (0, 1)および θ ∈ (0, π/2)はパラ
メータである．また，d̂(n)および ĥ(n)は，以下によっ
て与えられる:

d̂(n)(m) = F (ĥ(n)(m)), ĥ(n)(m) = h(n) + δ̄ψmd(n).

(31)

(2) 計算効率の検証
本稿で構築したモデルに対し，従来の δ を固定とす
るアルゴリズムと，上記で提案した δ を可変とするア
ルゴリズムとをそれぞれ適用し，数値計算の反復回数 n

と改訂量 |d(n)|との関係を比較した結果を図 2に示す．
横軸が反復回数，縦軸が各反復における人口分布の改
訂量をH で除した値である．
従来の δを固定とするアルゴリズム（青）の場合，計
算の収束を保証するために δ を十分小さく設定する必
要があった．一方で，上記で提案した δ を可変とする
アルゴリズム（赤）では，反復ごとに step sizeが調整
されるため，効率的に計算を進めることが可能となる．
図 2は ϵ = 5.0× 10−4 とした場合の計算過程を示した
ものであるが，現実的な計算時間（3h程度）で計算が
終了したことを確認している．

5. 数値計算結果

(1) パラメータ設定
地区の総数は K = 9, 302，mobile worker の総数は

H = 1, 000，immobile workerの総数は L = 10, 000と
する．産業数は I = 128とする．産業別の代替の弾力性
σiは Broda and Weinstein10)によって推定されたデータ
の中から 128産業分をランダムにサンプリングして設定
する．産業別の空間割引行列D = [ϕi,ab]は，メッシュ間
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図–3 安定均衡状態における各メッシュの人口 Ha

図–4 都市規模分布

の経路距離 dab に応じて，ϕi,ab ≡ ϕ(σi−1)dab ∀a, b ∈ K
により与える．ここで，ϕ ∈ (0, 1)は輸送自由度であり，
ここでは ϕ = 1.0× 10−12 とする．
数値計算アルゴリズムに係るパラメータはそれぞれ，

δ̄ = 1.0，ψ = 0.9，θ = π/4とする．また，収束判定値
は ϵ = 5.0× 10−4 と設定する．

(2) 数値計算結果
本稿で構築したモデルの安定均衡状態を図 3に示す．

ここでは，初期分布を一様分布とした場合の計算結果
を示している．これより，三大都市圏・札幌・仙台・福
岡など，現実の都市に対応する位置に顕著な集積が現
れていることを確認できる．
ここで，モデルの安定均衡状態と現実の都市分布と

の整合性を検証するために，メッシュごとの人口をも
とに都市を同定する．具体的には，メッシュ人口密度
が 1,200[/km2]以上となっている隣接したメッシュの集
合を抽出した上で，集合ごとに人口を集計し，集計し
た人口が 10,000以上となった集合を都市とみなす．な
お，メッシュ人口密度の計算においては，開発可能面

図–5 モデルと実都市との都市規模の比較

積ではなくメッシュの総面積を用いている．
モデルの安定均衡状態から同定した都市の規模分布
を図 4に示す．縦軸が都市規模（集計した人口），横軸
が都市規模の順位を表す．また，赤色がモデルによる
都市規模分布，青色が実際の都市規模分布を表す．こ
れより，モデルによる都市規模分布の傾きが実都市の
ものと比較して乖離していないこと，並びに，概ねべ
き乗則に従っている（i.e.,両対数グラフ上で傾きが直線
となっている）ことが確認できる．
モデルと実都市との都市規模を比較した散布図を図

5に示す．横軸がモデルによる都市規模，縦軸が実際の
都市規模を表している．決定係数 R2 は 0.55を示して
いる．先行研究5),11) で指摘されている従来の計量分析
における都市規模の再現精度の低さを踏まえると，本
稿で提案するモデルによって再現精度が飛躍的に向上
したといえる

6. まとめ

本研究では，代表的な NEG モデルのひとつである
Pflüger and Südekum1)モデルを多地区・多産業の枠組み
へと拡張し，日本の地形・輸送ネットワークを反映した
立地空間の下での数値計算を通して，現実の都市規模
分布・空間分布を高い精度で再現しえることを示した．
また，モデル分析上で必要となる高次元の均衡計算を
可能とするために，調整ダイナミクスの情報に基づい
て安定均衡状態を導出する効率的な計算アルゴリズム
を提案した．
今後の課題として，本稿で構築したモデルの下での均
衡サンプルの量産が挙げられる．具体的には，初期分布
を一様乱数で生成したうえで，代替弾力性 σi を Broda
and Weinstein10) によって推定されたデータからサンプ
リングする．そして，サンプリングした初期分布と代替
弾力性との下での安定均衡状態を 1サンプルとし，一
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定数の均衡サンプルを導出することによって結果の頑
健性を検証する．
本稿で構築したモデルの輸送ネットワークには，公

開データに基づいて推定した高速道路ネットワークの
影響のみが反映されている．このため，鉄道ネットワー
クなど，実経済への影響が大きいと考えられる輸送ネッ
トワークをモデルに反映することも今後の課題である．
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